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1 国保（市町村）の現状

被保険者数（年度末）

対総人口比

１世帯当たり被保険者数

前期高齢者加入率

世
帯
主
の
職
業

農林水産業

自　営　業

被　用　者

無　　　職

そ　の　他

2,619万人

20.8%

1.52人

44.9%

2.3%

16.6%

33.2%
43.5%
4.3%

（注）１．厚生労働省資料をもとに作成。
２．被保険者数の減少は、平成20年4月より施行された後期高齢者医療制度の影響等による。
３．前期高齢者…65歳から74歳までの高齢者。

令和2年

4,511万人

47.0%

4.2人

4.8％（老人加入率）

44.7%

24.2%

13.9%

9.4%

7.8%

昭和36年

全国健康保険協会
4,044万人
（31.9％）
1保険者

総数
1億2,670万人

組合管掌健康保険
2,884万人
（22.7％）
1,388保険者

共済組合
854万人
（6.7％）
85保険者

市町村国保
2,619万人
（20.6％）
1,716保険者

国保組合 
271万人 （2.1％）

161保険者

後期高齢者医療制度 
1,803万人
（14.2％）
47保険者

法第3条第2項被保険者 2万人 （0.01％）
船員保険 12万人 （0.1％）
その他（生活保護） 207万人 （1.6％）

（注）１．厚生労働省資料をもとに作成。
２．総数については、実際の総人口数や医療保険適用者数と相違している。

図1 医療保険制度の加入者数等（令和2年3月末現在）

表1 国保（市町村）の現状

国保の概況1
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図2 国保（市町村）における年齢階層別構成割合の推移

表2 制度別被保険者数の推移（昭和60年度を100とした場合の指数）

2 加入状況

昭和60年度

平成18年度

平成20年度

平成22年度

平成24年度

平成26年度

平成28年度

平成30年度
令和元年度

令和2年度
令和3年度
（速報値）

国保（市町村）[一般+退職]

実数（万人）
年　度

指数（％） 実数（万人） 指数（％） 実数（万人） 指数（％）

合　計後期高齢者（老人保健）

3,644

3,678

3,620

3,585

3,515

3,373

3,125

2,831
2,720
2,654

2,593

100.0

114.3

118.4

119.6

120.0

118.1

114.4

109.6

108.0

106.9

105.8

4,172

4,770

4,939

4,991

5,005

4,928

4,771

4,573

4,507

4,461

4,412

100.0

206.8

249.8

266.3

282.2

294.5

311.7

329.9

338.4

342.2

344.5

528

1,092

1,319

1,406

1,490

1,555

1,646

1,742

1,787

1,807

1,819

100.0

100.9

99.3

98.4

96.5

92.6

85.8

77.7

74.6

72.8

71.2

（注）１．厚生労働省「国民健康保険事業年報」、「後期高齢者医療事業年報」をもとに作成。
２．後期高齢者（老人保健）は、平成19年度以前は「老人保健」、平成20年度以降は「後期高齢者」の数値である。
３．令和3年度の数値は国民健康保険中央会調べである。
４．被保険者数は年度平均である。

平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2

11.9 11.6 11.3 10.9 10.6 10.2 9.8

18.8 18.2 17.6 16.9 16.3 15.8 15.3

38.0 37.3 36.3 35.1 34.2 33.5 32.7

9.3

14.8

32.1

43.8
31.4 32.9 34.8 37.1 38.9 40.5 42.2

8.9

14.6

32.0

44.6

9.6

15.0

32.2

43.2
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40～64歳
20～39歳
0～19歳
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（注）１．厚生労働省「国民健康保険実態調査報告」をもとに作成。
２．数値は各年度9月末現在。
３．端数処理のため総数と内訳が一致しない場合がある。

（年度）

（％）
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図4 国保（市町村）における職業構成の変化

図3 異動事由別被保険者数の増加・減少の推移

農林水産業
自営業
被用者
無職
その他

（注）１．厚生労働省「国民健康保険実態調査報告」をもとに作成。
２．世帯主が国保被保険者の資格を有しない擬制世帯主及び職業不詳の世帯を除いて集計している。
３．平成20年度以降は後期高齢者医療制度の創設に伴い、無職の世帯割合が減少していることに留意が必要。
４．端数処理のため総数と内訳が一致しない場合がある。

44.7
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令和2

平成20

平成17

平成3

昭和58

昭和36

13.6

9.7

4.4

3.4

2.3

24.2

31.0

26.1

14.9

17.3

16.6

13.9
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23.0

24.0

33.7

33.2

7.8

3.6

2.9

2.8

6.0

4.3

9.4

18.8

38.4

53.8

39.6

43.5

（年度）

（注）１．厚生労働省「国民健康保険事業年報」をもとに作成。
２．平成20年度は後期高齢者医療制度施行に伴って、国保に加入していた75歳以上の被保険者が後期高齢者医療制度に移行した。

800
（万人）

600

400

200

0

-200

-400

-600

-800

-1200

-1800

平成
30

平成
29

平成
28

平成
27

平成
26

平成
25

平成
24

平成
23

平成
22

平成
21

平成
20

平成
19

平成
18

令和
2

令和
元 （年度）

その他
後期高齢者からの離脱
生活保護からの加入
出生
他国保からの転入
被用者保険からの加入

差引（増加数ー減少数）
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その他
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国保（市町村）における保険給付費と被保険者数の状況

国保（市町村）・協会けんぽ・組合健保の比較

国保（市町村）被保険者一人当たり保険給付費の推移

（注）１．厚生労働省「国民健康保険事業年報」をもとに作成。
２．被保険者数については、各年度末現在。

参 考

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
93,025
3,397

93,585
3,303

95,539
3,182

92,655
3,013

90,069
2,870

87,966
2,752

87,353
2,660

83,971
2,619

保険給付費（億円）
被保険者数（万人）

1,716 1 1,388

2,660万人
（1,733万世帯） 

4,044万人
被保険者2,479万人
被扶養者1,565万人

2,884万人
被保険者1,635万人
被扶養者1,249万人

53.6歳 38.1歳 35.2歳 
43.6% 7.7% 3.4%

37.9万円 18.6万円 16.4万円
86万円 

一世帯当たり133万円
159万円

一世帯当たり（※２）260万円
227万円

一世帯当たり（※２）400万円  

8.9万円
一世帯当たり13.8万円

11.9万円<23.8万円>
被保険者一人当たり
19.5万円<38.9万円>

13.2万円<28.9万円>
被保険者一人当たり
23.2万円<50.8万円>

平均保険料率10.00% 平均保険料率9.22%
10.3% 7.5% 5.8%

給付費等の50％
＋保険料軽減等 給付費等の16.4％ 後期高齢者支援金等の負担が

重い保険者等への補助

保険者数（令和2年3月末）

加入者数 
（令和2年3月末）

加入者平均年齢（令和元年度） 
65～74歳の割合（令和元年度） 

加入者一人当たり医療費（令和元年度） 
加入者一人当たり 

平均所得（※１）（令和元年度） 

加入者一人当たり
平均保険料

（令和元年度） （※３）
<事業主負担込>

保険料負担率（※４）

公費負担 

公費負担額（※５）(令和4年度予算案ベース) 4兆3,034億円(国3兆1,115億円) 1兆2,360億円(全額国費) 725億円(全額国費)

国保（市町村） 協会けんぽ  組合健保 

（注）
（※）

厚生労働省資料をもとに作成。
１．国保（市町村）については、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控
除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたものを加入者数で除したもの。（「国民健康保険実態調査」の前年所得を使用している。）協会けんぽ、組合健保については、
「標準報酬総額」から「給与所得控除に相当する額」を除いたものを、年度平均加入者数で除した参考値である。
２．被保険者一人当たりの金額を表す。
３．加入者一人当たり保険料額は、国保（市町村）は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。
４．保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。
５．介護納付金、特定健診・特定保健指導等に対する負担金・補助金は含まれていない。

（注）厚生労働省「国民健康保険事業年報」をもとに作成。

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

平成28平成25 平成26 平成27 平成29 令和元平成30

（円）

（年度）

273,822
283,372

300,226
307,559 313,802

328,410
319,675

一人当たり保険給付費
令和2

320,585
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50％ 50％

1 収入と支出

改革後の国保財政の仕組み

（注）
（※）

厚生労働省資料をもとに作成。
１．それぞれ保険給付費等の９％、32％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、
　財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の法律上の措置がある。
2．令和元年度決算における決算補填等の目的の一般会計繰入の額。　　
3．退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる。
４．令和４年度は、平成29年度に特例基金に措置した500億円のうち残330億円は取崩ししない。

都道府県・市町村の医療費適正化、予防・健康
づくり等の取組状況に応じ支援。
※4 予算額：約1,400億円（うち事業費200億円）
　　　

保険者努力支援制度
普通調整交付金（７％）
　都道府県間の財政力の不均衡を調整す
るために交付。
特別調整交付金（２％）
　画一的な測定方法によって措置できない
都道府県・市町村の特別の事情（災害等）
を考慮して交付。

調整交付金（国）

国保・被用者保険の65歳から74歳の前期
高齢者の偏在による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数に応じて調整。

前期高齢者交付金

低所得者の保険料軽減分を公費で支援。
事業規模：4,400億円
（都道府県 3/4、市町村 1/4）

低所得者保険料軽減制度

市町村への地方財政措置：1,000億円

著しく高額な医療費（１件420万円超）につ
いて、都道府県からの拠出金を財源に全国
で費用負担を調整。国は予算の範囲内で一
部を負担。　
国庫補助額：60億円

特別高額医療費共同事業

高額な医療費（１件80万円超）の発生によ
る国保財政への急激な影響の緩和を図る
ため、国と都道府県が高額医療費の１/４ず
つを負担。　
事業規模：3,700億円、国庫補助額：900億円

高額医療費負担金

未就学児に係る均等割保険料について保
険料額の５割を公費で支援。
事業規模：80億円、国庫補助額：40億円
（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

子ども保険料軽減制度

低所得者数に応じ、保険料額の一定割合を
公費で支援。
事業規模：2,600億円、国庫補助額：1,300億円
（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

保険者支援制度

医療給付費等総額：約107,300億円

調整交付金（国）
（9％）※1
7,900億円

定率国庫負担
（32％）※1
22,000億円

都道府県繰入金
（9％）※1
6,200億円

前期高齢者交付金
35,200億円※3

保険者努力支援制度

保険料
（24,700億円）

法定外一般会計
繰入

約1,100億円※２

保険者支援制度

子ども保険料軽減制度

低所得者保険料軽減制度

財政安定化支援事業

特別高額医療費
共同事業

高額医療費
負担金

収  入 支  出

収  入 支  出

保険料

納付金 交付金

保険給付

収  入 支  出

改革前

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

被保険者

保険料 保険給付
被保険者

・定率国庫負担
・保険料軽減 等

◆市町村の
　国保特別会計

◆市町村の
　国保特別会計

◆都道府県の
　国保特別会計

定率国庫負担 等

①

②

普通交付金
保険給付に必要な費用を、全額、
市町村へ交付
特別交付金
災害等による保険料の減免額等
が多額であることや、市町村にお
ける保健事業を支援するなど、市
町村に特別な事情がある場合
に、その事情を考慮して交付

公費

保険料軽減 等
公費公費

改革後

参 考　国保財政の現状（令和4年度予算案ベース）

国　計
都道府県計
市町村計

33,600億円
11,100億円
1,800億円

公費負担額46,500億円

財政状況2
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総額
12兆3,758億円

総額
 12兆6,511億円

総額
 10兆9,839億円

総額
 11兆4,836億円

図5 国保（都道府県・市町村）における収支の内訳

2 決算補填等のための一般会計繰入の状況

市町村

都道府県

（注）1.厚生労働省「国民健康保険事業年報」をもとに作成。
2.構成比については、端数処理のため、合計が100％とならないことがある。

令和2年度の収入内訳

都道府県

令和2年度の支出内訳

令和2年度の収入内訳 令和2年度の支出内訳

保険料20.1%
都道府県支出金68.4%
　  ①普通交付金66.2%
　  ②特別交付金2.2%
　  ③その他0.04%

①

①

①
④

①

②

② ②

⑤

②

④⑤③

③

③

⑥

保険給付費67.9％
　  ①療養給付費・
　　  療養費58.6％
　  ②その他9.2％

国民健康保険事業費
納付金28.6％
　③医療給付費分
　　19.9％
　④後期高齢者
　　支援金等分
　　6.4％
　⑤介護納付金分
　　2.3％

保健事業費0.8％
その他（※2）1.2％ 総務費1.6％

※2.「その他」には、その他の支出のほか、保険給付費等交付金償還金、
　　直診勘定繰出金、基金積立金、前年度繰上充用金、公債費を含めた。

※2.「その他」には、その他の支出のほか、病床転換支援金等、
　　財政安定化基金貸付金、基金積立金、償還金及び還付付加金を含めた。 

その他（※1）2.5％
一般会計繰入金8.6％

国庫支出金
0.4%

国庫支出金29.2%
　  ④普通調整交付金5.6%
　  ⑤特別調整交付金1.5%
　  ⑥その他22.1%

保険給付費等
交付金78.8%
　  ①普通交付金
　　  76.2%
　  ②特別交付金
　　  2.5%

事業費納付金30.8%
　  ①医療給付費分
　　  21.5%
　  ②後期高齢者
　　  支援金等分
　　  6.9%
　  ③介護納付金分
　　  2.5%

療養給付費等交付金
0.01%

前期高齢者交付金
31.6%

特別高額医療費
共同事業交付金
0.1%

その他（※1）2.2％

一般会計繰入金6.1%

後期高齢者
支援金等
14.2%

前期高齢者納付金等
0.03%

介護納付金5.2%
特別高額医療費共同事業0.1%
保健事業費0.03% その他（※2）1.7%

総務費0.02%

※１.「その他」には、その他の収入のほか、連合会支出金、直診勘定繰入金、
　　基金繰入金、前年度からの繰越金、市町村債を含めた。

※１.「その他」には、その他の収入のほか、保険給付費等交付金返還金、基金繰入金、
　　財政安定化基金貸付金返還金、前年度からの繰越金を含めた。

（注）1.厚生労働省「国民健康保険事業年報」をもとに作成。
2.構成比については、端数処理のため、合計が100％とならないことがある。
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1,112市町村
760市町村

677市町村
505市町村

321市町村 269市町村
0

1,000

2,000

3,000

4,000

355市町村

表3 国保（都道府県・市町村）における単年度収支差黒字・赤字保険者の状況

図6 一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入

3 単年度収支差黒字・赤字保険者の割合

平成30
市町村
都道府県

1,284
▲858
2,142

1,716
47

759
46

44.2
97.9

495
2,145

957
1

55.8
2.1

▲1,353
▲3

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

令和元
市町村
都道府県

▲304
▲216
▲88

1,716
47

871
30

50.8
63.8

582
349

845
17

49.2
36.2

▲798
▲437

258
17

▲144
▲437

587
0

▲655
0

令和2
市町村
都道府県

4,289
838
3,451

1,716
47

1,095
47

63.8
100.0

1,129
3,451

621
0

36.2
0.0

▲ 291
0

234
0

▲ 71
0

387
0
▲ 220

0
（注）１．厚生労働省「国民健康保険（市町村国保）の財政状況について」をもとに作成。

２．単年度収支差引額は、医療給付分と介護分を合わせたもの。
３．割合は、保険者総数に対する割合である。

（億円）

（億円）（億円）

平成28
平成29

1,484
2,306

1,716
1,716

1,243
1,361

72.4
79.3

1,743
2,480

473
355

27.6
20.7
      ▲259
      ▲173

185
227

▲82
▲124

288
128
      ▲177
      ▲50

年度

決算補填目的のもの
■令和２年度　一般会計繰入金（法定外）の内訳（決算補填等目的）

■市町村の一般会計からの法定外繰入の推移

■令和２年度　一般会計繰入金（法定外）の内訳（決算補填等以外の目的）

保険者の政策によるもの 過年度の赤字によるもの

一般会計繰入金
（法定外）計

決算補填等
目的分計

単年度
収支
差引額
（億円）

保険者
総数

黒字保険者

保険者数
割合
（％）

割合
（％）

黒字額
（億円）

赤字額
（億円） 赤字額

（億円）保険者数 赤字額
（億円）保険者数

保険者数 新規
赤字保険者の内訳

継続

赤字保険者

金額
割合

(参考：令和元年度）金額
割合

対前年度増減額

12
0.8%
32

1.8%
▲ 21

0
0.0%
0

0.0%
0

12
0.8%
32

1.8%
▲ 21

724
52.5%
1,000
57.1%
▲ 275

4
0.3%
6

0.3%
▲ 2

1
0.1%
1

0.0%
0

728
52.8%
1,006
57.5%
▲ 278

9
0.7%
43

2.4%
▲ 34

18
1.3%
18

1.1%
0

27
2.0%
61

3.5%
▲ 34

767
55.6%
1,100
62.8%
▲ 333

（注）１．厚生労働省資料をもとに作成。           
２．「保険料（税）の負担緩和を図るため」には、保険料（税）の基礎賦課額の負担緩和分以外に、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び介護納付金の負担緩和分も含む。

保険料の
収納不足
のため

高額療養
費貸付金

保険料（税）
の負担緩和
を図るため

地方単独の
保険料（税）
の軽減額

任意給付
費に充て
るため

累積赤字
補填
のため

公債費、
借入金
利息

金額
割合

項目

項目

86
6.3%

222
16.1%

167
12.1%

5
0.4%

0
0.0%

32
2.3%

0
0.0%

98
7.1%

612
44.4%

保険料（税）
の減免額に
充てるため

地方単独事業
の医療給付費
波及増等

保健
事業費に
充てるため

直営診療
施設に
充てるため

納税報奨金
（納付組織
交付金）等

基金積立 返済金 その他
決算補填等
以外の
目的分計

1,379
100.0%

（億円） 公費拡充①：1,700億円（H27年度～） 

公費拡充②：1,700億円（H30年度～） 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

3,468億円
3,039億円

2,516億円
1,752億円

1,261億円 1,100億円 767億円

4分の１に減少 
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95,239
96,829

図7 国保（市町村）における保険料（税）調定額の推移

各制度等の概要

応能分（約５０％）

応益分（約５０％）
所得

保険料額

当該市町村の平均
保険料の１/２以内

７割軽減

8.5割

5割 5割
2割

15% 14％ 13％

中間所得層の
保険料負担を軽減

（国1/2、都道府県1/4、市町村1/4）2,600億円（令和4年度予算案）保険者支援制度 財政支援

（国1/2、都道府県1/4、市町村1/4）80億円（令和4年度予算案）

保険料軽減制度 財政支援 子どもに係る国民健康保険料等の
均等割額の減額措置財政支援

平成28平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成29 令和元平成30 令和2

31,937 31,944 32,190 31,442 30,093 29,420 27,00928,163

保険料（税）
現年分調定額

一人当たり
保険料（税）調定額

（注）厚生労働省「国民健康保険事業年報」をもとに作成。

（億円） （円）

（年度）

5,000
0

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000

84,000
86,000
88,000
90,000
92,000
94,000

98,000
96,000

94,140
92,124

89,666
90,882

93,175 93,203

95,239 95,391

25,64226,334

96,62596,829

厚生労働省資料をもとに作成。（注）

○保険者支援制度 ○保険料軽減制度 ○子どもに係る国民健康保険料等の
　均等割額の減額措置保険料軽減の対象となる低所得者数

に応じて、平均保険料の一定割合を保
険者に対して財政支援。

保険料軽減（応益分の７割、５割、２割）
の対象となった被保険者の保険料のう
ち、軽減相当額を公費で財政支援。

全世帯の子ども（未就学児）に係る被保
険者均等割額を減額し、その減額相当
額を公費で財政支援。　

（都道府県3/4、市町村1/4）4,400億円（令和4年度予算案）

6割
7.5割

参 考　保険者支援制度・保険料軽減制度・子どもに係る均等割保険料の軽減措置

1 保険料（税）調定額の状況

保険料（税）3
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90.12
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86.30
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95.47

93.92
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91.17

91.92

90.21
87.82

90.39

88.61

90.95
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94.57

96.09

93.02
92.25

93.69

図8 国保（市町村）における保険者規模別保険料（税）収納率の推移

図9 国保（市町村）における保険料（税）の滞納世帯数等の推移

滞納世帯数
短期被保険者証交付世帯数
資格証明書交付世帯数
全世帯に占める滞納世帯の割合

（万世帯）

（注）１．厚生労働省「国民健康保険（市町村国保）の財政状況について」をもとに作成。
２．各年6月1日現在の状況。
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18.8 18.1 17.2 16.7
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29.1
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117.0

27.7

357.8

114.4

26.5

336.4

101.9

23.4

311.2

98.2

20.4

289.3

82.4

18.3

245.0 235.3
208.1

267.1

62.175.4

15.1
56.9 47.7
12.4 9.917.2

平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3
（速報値）

市部（内訳）

政令指定都市
および特別区

中核市

5万人未満

町村部平均

全国平均

（％）

（％）

（注）１．厚生労働省「国民健康保険（市町村国保）の財政状況について」をもとに作成。
２．市部内訳における保険者規模は、年度平均の被保険者数による。
３．収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。
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0 0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

10

20

30

40

50

4.1
（25.4％）

4.8％

6.1％

11.1％

7.9％

16.0

16.4
（37.8％）

14.5
（35.5％）

12.7
（34.0％）

11.3
（34.0％）

11.7
（37.9％）

44.4

10.8％

7.8％

43.440.8

7.8％

10.8％

37.4

7.4％

10.3％

33.1

6.2％

8.4％

31.0

5.9％

8.3％

43.0

17.1
（38.4％）

16.6
（38.8％）

1 国民医療費の状況

図11 財源別国民医療費（令和元年度）

図10 直近の医療費の動向

患者負担
51,837
（11.7）

被保険者
124,832
（28.1）

事業主
94,594
（21.3）

地方
56,844
（12.8）

国庫
112,963
（25.4）

90％ 100％

その他
54,663
（12.3）

（注）１．厚生労働省「国民医療費の概況」をもとに作成。
２．括弧なし数値は推計値（単位：億円）、括弧内の数値は構成割合（単位：％）である。

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

保険料
219,426
（49.4）

公費
169,807
（38.3）

財源別国民医療費　44兆3,895億円

（%）

（注）１．厚生労働省資料をもとに作成。       
２．国民所得及びGDPは内閣府発表の国民経済計算による。
３．令和2年度の国民医療費（及び後期高齢者医療費。以下同じ。）は実績見込みである。
　令和2年度分は、令和元年度の国民医療費に概算医療費の伸び率を乗じることによって推計している。
4． 後期高齢者医療費（老人医療費）については３～２ベースである。

（年度）

国民医療費

国民医療費の対国民所得比
国民医療費の対GDP比
※（　）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合

後期高齢者（老人）医療費（再掲）
（兆円）

（年度）昭和
60 平成

7
平成
12
平成
13
平成
14
平成
15
平成
16
平成
17
平成
18
平成
19
平成
20
平成
21
平成
22
平成
23
平成
24
平成
25
平成
26
平成
27
平成
28
平成
29
平成
30

4.1
（25.4％）

4.8％

6.1％

11.1％

7.9％

16.0

16.4
（37.8％）

14.5
（35.5％）

12.7
（34.0％）

11.3
（34.0％）

11.7
（37.9％）

44.4

10.8％

7.8％

43.440.8

7.8％

10.8％

37.4

7.4％

10.3％

33.1

6.2％

8.4％

31.0

5.9％

8.3％

43.0

令和
元
令和
2

17.1
（38.4％）

16.6
（38.8％）

平成
2

医療費4

12



00

2 制度別・年齢階層別一人当たり医療費

3 他の制度との入院医療費の比較

図13 年齢階層別・疾病分類別一人当たり入院医療費（令和元年度）

図12 制度別・年齢階層別一人当たり医療費（令和元年度）

（注）厚生労働省「医療給付実態調査報告」をもとに作成。

国保（市町村） 健保組合

その他疾患 神経系の疾患 精神及び行動の障害 精神疾患等占有率

（歳）

（歳）

（歳）

（％） （％）

（注）１．厚生労働省「医療給付実態調査報告」をもとに作成。
２．一人当たり医療費は、「診療費（入院、入院外、歯科）」、「調剤」及び「食事・生活療養」に係る総額である。
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4 一人当たり医療費の地域差

図15 国保（市町村）における都道府県別一人当たり年齢調整後医療費と全国平均医療費との差及び病床数の状況

図14 国保（市町村）における都道府県別一人当たり年齢調整後医療費（令和元年度）

（注）厚生労働省「令和元年度 医療費の地域差分析」、「令和元年医療施設（動態）調査・病院報告の概況」をもとに作成。
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2,000

2,500

0 0

上位３県
第１位　佐賀県
第２位　鹿児島県
第３位　島根県

44.7万円
44.1万円
43.1万円

下位３県
第４７位　茨城県　33.0万円
第４６位　愛知県　34.0万円
第４５位　千葉県　34.1万円

44.6万円～ 
41.6万円～44.6万円
38.7万円～41.6万円
35.7万円～38.7万円
～35.7万円

全国平均：37.2万円

（注）厚生労働省「医療費の地域差分析」をもとに作成。
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1 国保における保健事業

図16 地域別に見たデータヘルス計画に記載のある保健事業

保健事業

※保健事業の実施にあたっては、保険者独自の特性や、健康課題等を踏まえ、
　効果的・効率的な事業のあり方を検討する必要がある。

介護予防・フレイル対策、
認知症予防疾病予防、重症化予防

厚生労働省「2040年を展望した社会保障・働き方改革本部」
のとりまとめでは、現役世代の人口の急減という新たな局面
に対応するため、2040年までに健康寿命を男女とも3年以上
延伸し（2016年比）、75歳以上とすることを目指すとされて
います。そのような状況の中、疾病予防、重症化予防等の取組
に対して、保険者努力支援制度（P.36参照）により保険者イン
センティブが強化されています。

次世代を含めたすべての人の
健やかな生活習慣形成

（注）１．厚生労働省「令和２年度データヘルス計画に基づく保健事業の実態調査」をもとに作成。
２．調査の対象は、全国の国保保険者（市町村国保：1,716保険者、国保組合：162保険者）のうち、地域や被保険者数規模を
   考慮のうえ、無作為抽出した438の保険者（市町村国保：405保険者、国保組合：33保険者）を対象として実施。

87.4%
72.8%
66.7%
65.3%
56.8%
47.9%
46.3%
39.5%
38.6%
34.2%
25.8%
25.3%
22.6%
18.0%
8.4%

83.9%
91.9%
50.0%
71.0%
43.5%
66.1%
41.9%
24.2%
45.2%
32.3%
17.7%
32.3%
12.9%
9.7%
4.8%

95.7%
95.7%
47.8%
73.9%
43.5%
69.6%
30.4%
43.5%
56.5%
34.8%
17.4%
34.8%
8.7%
13.0%
4.3%

84.0%
76.0%
76.0%
60.0%
76.0%
48.0%
60.0%
56.0%
56.0%
44.0%
32.0%
12.0%
12.0%
20.0%
20.0%

91.5%
52.5%
74.6%
72.9%
66.1%
42.4%
69.5%
42.4%
45.8%
50.8%
33.9%
18.6%
33.9%
33.9%
13.6%

89.4%
66.0%
70.2%
61.7%
61.7%
44.7%
48.9%
31.9%
27.7%
27.7%
27.7%
25.5%
17.0%
17.0%
6.4%

88.3%
69.5%
72.7%
57.8%
58.6%
39.1%
41.4%
46.9%
32.8%
29.7%
29.7%
25.8%
23.4%
20.3%
8.6%

87.3%
74.5%
65.5%
72.7%
65.5%
47.3%
45.5%
41.8%
29.1%
29.1%
29.1%
27.3%
32.7%
14.5%
5.5%

79.5%
74.4%
64.1%
61.5%
35.9%
48.7%
33.3%
28.2%
41.0%
35.9%
7.7%
23.1%
25.6%
7.7%
7.7%

特定健康診査受診率向上に関する事業
糖尿病性腎症重症化予防事業
特定保健指導実施率向上に関する事業
ポピュレーションアプローチ
後発医薬品の使用促進に関する取組
その他の生活習慣病の重症化予防事業
がん検診やその他健（検）診
重複・頻回受診者に関する取組
要治療・治療中断者の受診勧奨
生活習慣病予備群への保健指導
重複服薬者に関する取組
若年層（40歳未満）を対象とした健診
集団健康教室等の事業
歯科に係る保健事業
非肥満者への保健指導

最大値 最小値

全国平均
(n=438)

九州
(n=62)

四国
(n=23)

中国
(n=25)

近畿
(n=59)

東海北陸
(n=47)

関東信越
(n=128)

東北
(n=55)

北海道
(n=39)

保健事業5
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33.8

45.4

29.4

19.521.0

47.3

33.932.731.4

18.320.2
21.8

14.211.4

37.2
32.0

46.7

27.4

46.3

60.8

39.438.4

17.015.5

35.6

24.4

16.9

26.8

19.6 20.0

31.1

23.9
17.9

26.6

12.8

73.0

33.9

40.7

30.1

38.9

59.4
55.2

51.6
47.649.345.9

61.3

27.0

33.8

42.542.0

30.7

47.2

37.6

26.3
30.8

35.234.933.0

40.8

25.7

37.9
41.740.2

26.9

39.0
41.5

37.9
34.835.9

42.1

35.5

28.827.5
30.9 30.931.832.5

45.1

28.727.329.7

37.0
39.4

28.5
35.2

31.4
38.8

32.533.6
35.435.9

41.1

32.1

2 特定健康診査・特定保健指導の状況

表4 国保（市町村）における年齢階層別特定健康診査・特定保健指導実施率（令和2年度）

図18 国保（市町村）における都道府県別特定保健指導実施率（令和2年度）

図17 国保（市町村）における都道府県別特定健康診査実施率（令和2年度）

（注）厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況」をもとに作成。

年齢階層

特定健康診査

特定保健指導

40～44歳

17.9%

17.8%

45～49歳

18.4%

19.1%

50～54歳

20.7%

20.4%

55～59歳

24.8%

21.9%

60～64歳

31.4%

24.4%

65～69歳

38.5%

26.9%

70～74歳

41.2%

33.2%

（注）国民健康保険中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況報告書」をもとに作成。
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（注）国民健康保険中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況報告書」をもとに作成。
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国保（市町村）実施率（全国計） 33.7% 
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74.172.6
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95.095.0

85.784.4

94.4

84.6

72.1
68.3

７５歳
▼

3 糖尿病性腎症重症化予防

4 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施

図19 国保（市町村）における都道府県別糖尿病性腎症重症化予防の取組状況（令和２年度）

●糖尿病性腎症重症化予防に取り組む保険者の割合は、都道府県別では59.3％から100％
まで差があります。

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

▼一体的実施イメージ図▼保健事業と介護予防の現状と課題

医療保険

保健事業

被用者保険
（健保組合・協会けんぽ）

国民健康保険
（市町村）

後期高齢者医療
（広域連合）

かかりつけ医 等

退職等
▼

介護保険
65歳
▼

・栄養・口腔・服薬の
 訪問相談・保健指導等
・糖尿病対策等生活習慣病
の重症化予防  等

疾病予防・
重症化予防

介護予防の事業等

・介護予防の通いの場等
において、運動・栄養・
 口腔のフレイル予防
・通いの場等において、
 高齢者の全身状態を
 把握  等

生活機能の
 改善

※…新たに配置

通いの場等
への関与

アウトリーチ
支援等

○特定健診、特定保健指導
○重症化予防（糖尿病対策等）等 事業の接続が必要

フレイル状態に着目した
疾病予防の取組が必要

○ほぼ健康診査のみ

介護保険の介護予防等
（市町村）

○一般介護予防事業
　（住民主体の通いの場）等

地域を担当する
医療専門職※
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企画調整を行う
医療専門職※
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1 国保連合会・国保中央会の概要

国保連合会の主な業務

国保連合会における診療報酬審査支払の取扱範囲

後期高齢者医療制度　約17兆円（約5億2,850万件）

前期高齢者財政調整制度

国民健康保険
約9兆円（約4億6,100万件）

協会けんぽ
約6兆円

健康保険組合 共済組合

75歳

65歳

◎後期高齢者医療
　・ 保険者事務共同電算処理
　・ 第三者行為損害賠償求償事務
　・ 後発医薬品利用差額通知コールセンター
　・ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業
　・ 保険料の年金からの特別徴収経由機関業務
◎介護保険
　・ 介護保険者事務共同電算処理
　・ 第三者行為損害賠償求償事務
　・ 介護サービス相談・苦情処理事業
　・ 介護給付適正化対策事業
　・ 保険料の年金からの特別徴収経由機関業務
◎障害者総合支援
　・ 障害者総合支援市町村等事務共同処理
◎その他
　・ 国の保健医療対策への協力（風しん対策・コロナ対策等）

・ 後期高齢者医療診療報酬等
・ 公費負担医療費
・ 介護給付費等
・ 障害者総合支援給付費
・ 地方単独事業による福祉医療費

（注）１．厚生労働省資料をもとに作成。
２．赤枠内が国保連合会において取り扱う範囲。
３．金額は、令和4年度予算ベースの医療給付費。
４．審査件数は、令和3年度の受付件数から返戻件数を除いた件数（医科・歯科・調剤）。
５．65～74歳は前期高齢者財政調整制度により、国保と被用者保険の保険者間で負担の調整を行っている。

審
査
支
払

業
　
　
務

保
険
者
事
務
の
共
同
事
業

・ 保険者事務共同電算処理（資格確認、高額療養費の支給額計算、
  医療費通知、後発医薬品利用差額通知作成 等）
・ 第三者行為損害賠償求償事務
・ レセプト点検の支援
・ 後発医薬品利用差額通知コールセンター
・ 保険者レセプト管理システムの運用管理
・ 保険料（税）適正算定への支援
・ 国保事業費納付金の算定
・ 高額療養資金貸付事業
・ 保険料の年金からの特別徴収経由機関業務
・ 特定健診・特定保健指導に係る費用の支払及びデータ管理
・ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業
・ 保険者協議会

・ 国民健康保険の診療報酬等
・ 出産育児一時金（支払業務）
・ 地方単独事業による福祉医療費

国民健康保険 後期高齢者医療・介護保険・障害者総合支援等

健保組合・共済組合等 約5兆円

国保連合会・国保中央会6
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診療報酬等審査支払業務
（国保・後期高齢者医療制度）
・ 審査支払業務改革の推進
・ 国民健康保険診療報酬特別審査の実施
・ 診療報酬等全国決済業務の実施
・ 過誤調整の合理化
・ 審査の充実強化に向けた取組
　（会議・研修等）

ＩＴを活用した
業務効率化への対応

・ ITを活用した業務効率化の推進
・ 国保連合会・国保中央会における
　審査支払等業務にかかる業務
　処理システムの開発等
・ 国保保険者における業務支援
　システムの開発等
・ 後期高齢者医療広域連合及び
　構成市町村における業務支援
　システムの開発

保険者支援・
国保財政運営の
安定化への対応

・ 保険料（税）適正算定マニュアル
　（試算ツール）の普及促進
・ 第三者行為損害賠償求償事務の充実
・ 後発医薬品（ジェネリック）の使用促進に
　向けた取組
・ 海外療養費不正請求対策
・ 国保財政運営の安定化に向けた取組
・ 国の保健医療対策への協力
　（風しん対策、コロナ対策等）

マイナンバーを活用した
情報連携への取組

・ 情報連携を目的とした
　中間サーバー等の設置・運用
・ ビッグデータ利活用の
　推進に向けた取組
・ オンライン資格確認等システムの
　運用及び同システムを活用した
　情報連携への対応

介護保険・
障害者総合支援

・ 介護保険審査支払等システムの
　開発・運用支援
・ 介護給付適正化事業の推進
・ 介護伝送ソフトの開発・提供　
・ 障害者総合支援給付審査支払等
　システムの開発・運用支援
・ 全国決済業務の支援

保健事業への対応
・ 保険者支援体制の強化
　（国保・後期高齢者ヘルスサポート
　事業運営委員会の設置、会議、研修等）
・ 国保診療施設の活動と推進
・ 生活習慣病（糖尿病性腎症重症化）
　予防対策の支援等
・ ＫＤＢシステムの開発・運用
・ 保険者協議会の運営支援
・ 高齢者の保健事業と介護予防の
　一体的実施への対応
・ 在宅保健師等会への支援
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95,555

51.56 51.95

2 診療報酬審査支払業務 

図21 国保連合会における診療報酬審査支払手数料・査定率の推移

図20 国保連合会の審査体制及び審査件数の推移

（注）１．国保中央会調べ。
２．職員数は、各年度とも4月1日時点の正規職員数。
３．審査委員数は、各年度とも4月審査時点の審査委員数（医科・歯科・調剤）。
４．審査件数は、受付件数から返戻件数を除いた件数（医科・歯科・調剤、国保及び後期）。

（万件） （人）

（%）

審査委員数審査支払担当職員数審査件数

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

40,000

60,000

80,000

100,000 7,000

平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3

2,676 2,668 2,684 2,616 2,562 2,495 2,456 2,431 2,388

平成24

3,638 3,688 3,744 3,758 3,773 3,795 3,796 3,800 3,802

2,423

3,803

99,048 100,574 101,605 102,597 102,698 102,271 102,398 102,800
95,555

98,949

（年度）

（注）１．国保中央会調べ。
２．審査支払手数料は、「国保+後期高齢者医療制度」の手数料単価（手数料総額/取扱件数）。
３．審査支払手数料は、令和2年度以前は決算（確定）、令和3年度は予算（速報）。
４．査定率は、4月～3月審査分の「国保＋後期高齢者医療制度」の査定率（（請求点数ー決定点数）÷請求点数×100　※返戻レセプト除く）

（円）

国保連合会の審査支払手数料（全国平均）

査定率（全国平均：点数ベース）

0

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3

58.35 0.191

49.30 51.08 51.56 51.95
53.97 53.89

56.15 56.88

0.152 55.99

0.220
0.241 0.242 0.247 0.247 0.255

0.233
0.244

（年度）
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1,500

2,000

0
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3,000

2,500

26,614

57,257

表5 全国決済業務の実施状況（令和3年度）

図22 診療報酬特別審査（医科）審査状況の推移

（注）１．国保中央会調べ。
２．処理件数・金額は、それぞれ受取分と支払分を合算したもの。
３．新型コロナウイルスワクチン接種等費用については、令和3年5月から取扱開始。

3,852.6万件

1兆1,399億円

診療報酬等

1.4万件

59億円

出産育児
一 時 金

17.9万件

18億円

特定健康診査・
特定保健指導

538.3万件

3,091億円

介護給付費等

46.6万件

1,002億円

障害福祉
サービス

9.4万件

70億円

1,046.3万件

240億円

障害児支援 新型コロナウイルス
ワクチン接種等費用

4.8万件

2.1億円

風   し   ん
抗体検査等

処理件数

処理金額

②歯 科

①医 科

③漢 方 

38万点以上（心・脈管に係る手術を含む診療分については、特定保険医療材料に係る点数を除いた点数・70万点）、
稀少な手術例として、臓器移植のうち肝移植・肺移植・心移植手術を施行した月の請求分を含むもの
20万点以上
レセプトの全件数のうち漢方製剤の処方及び調剤を含むレセプトの件数が過半数を占める医療機関における漢方製
剤の処方及び調剤を含む入院外のレセプトのうち、投薬料の点数が4千点以上のもの

参 考　診療報酬特別審査の基準

（注）１．国保中央会調べ。
２．特別審査委員会で審査するレセプトは令和元年7月審査（6月診療分）から拡大しており、具体的には①対象点数を40万点から
　38万点以上に引き下げる、②稀少手術（肝移植・肺移植・心移植）を点数に関わらず全て対象とすることとなった。

（年度）

（億円）（件）

審査件数 金額（請求点数×10）

平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3

22,942

1,265

23,933

1,324

26,614

1,490

30,467

1,678

30,990

1,760

31,232

1,811

32,473

1,892

39,864

2,268

48,856

2,763

57,257

3,272
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3 保健事業

国保データベース（ＫＤＢ）システム

（注）１．国保中央会調べ。
２．突合率…健診・医療・介護といった異なる制度間でのデータ突合率の集計。

KDBシステムにおける
蓄積データ件数（共同処理センター）
※平成24年6月処理～令和4年4月処理

制度間でのデータ突合率
（令和4年4月処理時点）

国保保険者における
KDBシステム参加率
（令和4年4月処理時点）

参加率
99.95%
100%
99.95%
100%
99.94%

国 保
後 期
国 保
後 期

健 診

医 療

制 度

介 護

制 度
健 診
医 療
介 護
合 計

健診⇔医療
医療⇔介護
国保⇔後期

98.87%
97.69%
85.19%

蓄積データ件数
1億1,594万件
95億4,545万件
14億4,289万件
111億428万件

保険者等 国保中央会国保連合会
統計情報や個人の健康に
関するデータを画面表示
または帳票で出力（PDFま
たはCSV形式）可能

①突合処理
・特定健診等・医療・介
護データを個人単位
で紐付け
②集計処理
・全国統計、保険者別
統計、同規模保険者
との比較統計

・ 処理結果データが格納されたファイルの復号化
・ 個人が特定できる情報の復号化
・ データベースへのデータの蓄積

・ 統計情報等の作成に必要なデータを取得
・ 個人が特定できる情報を暗号化
・ 取得データが格納されたファイルを暗号化

※個人識別情報は暗号化
　したままデータ処理

（突合・加工処理）

①統計情報
・疾病別医療費分析、
特定健診等・保健指導
結果総括等
②個人の健康に関する
　データ
・個人別履歴（特定健
診等結果、要介護認
定状況、受診状況（医
療））等

（処理結果）

市町村

各システムからデータを連携

国保
部門

介護
部門

衛生
部門

都道府県

後期高齢者医療
広域連合

国保組合

KDB
システム

特定健診等 医療 介護

二重の
暗号化

暗号
解除

国
保
連
医
療
保
険
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

保
険
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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表6 保健事業支援・評価委員会の保険者への支援状況

事業の内容

令和
3年度

支
援
構
成

市
町
村
数

保
険
者
数

支
援

保
険
者
数

支
援
率

保
険
者
数

支
援

保
険
者
数

支
援
率

保
険
者
数

支
援

保
険
者
数

支
援
率

広
域
連
合
数

支
援

広
域
連
合
数

支
援
率

保
険
者
数

支
援

保
険
者
数

支
援
率

後期高齢者
医療広域連合都道府県 市町村国保 国保組合 計 後期高齢者医療広域

連合内構成市町村※

47 43 91.5% 1,716 1,012 59.0% 161 43 26.7% 47 38 80.9% 1,971 1,136 57.6% 601

（注）

（※）後期高齢者医療広域連合の構成市町村への支援数。

1.国保中央会調べ。
２.令和４年３月末現在。

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

国保連合会国保中央会
・研修指針
・サポート

・情報提供
・連携・実施支援

情報提供 連携 ・事例・実施状況把握
・情報提供

・報告
・相談

委託

連携

○保健事業の指針において、
　一体的実施の方向性を明示。
○具体的な支援メニューを
　ガイドライン等で提示。

国（厚生労働省）

○広域計画に、広域連合と
　市町村の連携内容を規定。

○介護の地域支援事業・国保
の保健事業との一体的な
取組を実施。

広域連合 市町村

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

①広域連合・市町村向け研修会・セミナーの開催
②保険者等の取組やKDB活用事例の収集
③支援・評価委員会との連携・活用 
④個別自治体への支援　等

①ワーキンググループの開催
②国保連合会、広域連合や都道府県等に対する市町村
　支援等に関する研修会の開催
③一体的実施・KDBシステム活用事例等発表会　等

国保連合会による広域連合と市町村の
保健事業実施に係る支援をサポート

広域連合及び市町村が
一体的実施に取り組むための支援
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58 63
75 81

85 86 86 91
104

113116116119113116
115

148143148143141
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145

15％

18％

65％
75％
76％

87％

図24 国保連合会保健師が従事している業務

図23 国保連合会保健師数の推移
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（注）１．国保中央会調べ。
２．業務ごとに従事していれば計上（複数回答あり）。
３．他機関への出向者、休業中の者を除く。
４．令和4年4月1日現在の集計による。

保健事業支援・評価委員会関連事業
糖尿病性腎症重症化予防に関する支援

レセプト・健診情報活用関連
高齢者の保健事業に関する支援
他連合会との担当者会議・研修会

国保保険者への直接的支援
市町村保健師等人材育成支援

在宅保健師等会支援
特定健診・特定保健指導関連事業

事業計画
保険者協議会関連
関係機関等連絡調整
小規模保険者支援

保健事業のマネジメント（進捗管理）
住民組織育成活動
国保直診関連

介護保険に関する苦情処理
その他
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（注）国保中央会調べ。
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表8 国保連合会における出産育児一時金の請求受付件数の推移

表7 国保連合会における後発医薬品普及促進等事業の受託状況（令和3年度）

（注）国保中央会調べ。

（注）1.国保中央会調べ。
2.「後発医薬品利用差額通知コールセンターの設置」は、国保中央会が設置するコールセンターを利用している保険者数及び各国保連合会が独自に設置する
　コールセンターを利用している保険者数の合計である。

［参考］ 出産数の推移

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

64,834件

53,874件

1,165件

119,873件

病　　　院

診　療　所

助　産　所

合　　　計

60,177件

48,302件

1,028件

109,507件

54,775件

44,641件

957件

100,373件

49,041件

42,343件

935件

92,319件

47,410件

40,684件

947件

89,041件

受　託　業　務
国  保

広域連合 合  計

後　　発
医薬品の
普及促進

割  合  

86.0%

4.2%

22.1%

72.2%

1,673

81

431

1,405

22

13

2

26

国保組合

121

7

11

97

市区町村

1,530

61

418

1,282

後発医薬品利用差額通知の作成

後発医薬品利用差額通知のデータ提供のみ

希望カード・シールの作成

後発医薬品利用差額通知コールセンターの設置

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

120,627件国　　　保 110,323件 101,105件 93,071件 88,974件

4 保険者等事務の共同事業
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表10 国保連合会における保険者等事務共同事業の受託状況（令和3年度）

表9 国保連合会における第三者行為損害賠償求償事務の受託状況（令和3年度）

（注）国保中央会調べ。 

受　託　業　務
国  保

後  期 合  計

第三者行為損害賠償求償事務

第三者行為抽出等

割  合

99.3%

69.8%

88.4%

1,910

1,358

1,720

47

26

26

国保組合

160

96

136

市区町村

1,703

1,236

1,558

第三者行為対象レセプトの抽出

第三者行為該当一覧表の作成

（注）
（※）後期高齢者医療広域連合を構成している市区町村から直接受託している場合に計上している。

国保中央会調べ。

受　託　業　務
国  保

被保険者証等の作成 

医療費通知の作成 

高額療養費支給勧奨関係通知の作成 

特定健診・特定保健指導

保険者月報（データ提供のみを含む）の作成

国保組合
（n=161）

市区町村
(n=1,738）

17

123

49

69

144

126

532

1,564

758

347

1,573

1,547

後  期

構成市区町村※

（n=1,741）
広域連合
（n=47）

32

157

8

10

14

8

6

受診券・利用券の作成

法定報告データの作成
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11.6 2.6 2.8

5 介護保険・障害者総合支援関連業務

表12 介護給付適正化システムを使用した過誤調整等の状況（令和2年度）

表11 介護サービスに関する苦情相談件数の推移

図25 介護保険システム及び障害者総合支援システムの全国処理状況の推移

（注）国保中央会調べ。

平成12年度

2,828件

平成15年度

4,913件

平成18年度

6,835件

平成21年度

6,234件

平成24年度

6,145件

平成27年度

6,579件

令和3年度平成30年度

5,865件6,012件件　数

（注）国保中央会調べ。

過誤申立件数 金額（効果額）

7,490件

38件

17,414件

54,115千円

194千円

166,171千円

ケアプラン点検

介護給付費通知

医療情報との突合

過誤申立件数 金額（効果額）

47,908件

5,210件

142,185件

470,549千円

36,371千円

977,404千円

縦覧点検

給付実績の活用

その他

（注）国保中央会調べ。

15,000
15,500
16,000
16,500
17,000
17,500
18,000

9.0
9.5
10.0
10.5
11.0
11.5
12.0

障害者総合支援システム介護保険システム

件数 金額

平成30 令和元 令和2 令和3
0

500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000

0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0

平成30 令和元 令和2 令和3（年度）

（万件） （兆円） （万件） （兆円）

（年度）

16,979
17,574 17,774

18,359
10.9

11.3
11.6 11.8

2,200 2,350 2,437 2,635

2.6 2.8 3.0 3.2

27

財
政
状
況

医
療
費

保
健
事
業

そ
の
他
の
関
連
制
度

参
考
資
料

国
保
の
概
況

保
険
料
（
税
）

国
保
連
合
会
・
国
保
中
央
会



新型コロナウイルスワクチン接種の費用の請求・支払の概要

表13 風しん抗体検査・予防接種費用取扱件数の推移

6 国の保健医療対策への協力

（注）１．国保中央会調べ。
２．令和元年度については、6月から取扱開始。
3.予防接種には、予診のみも含む。

令和元年度 令和2年度

1,342,973件

300,608件

抗体検査

予防接種

1,786,057件

362,923件

令和3年度

812,258件

193,626件

（注）１．厚生労働省資料をもとに作成。
2．全被接種者に対する比率は、国保中央会調べ。
3．一部の国保連合会では、被接種者が住所地内の医療機関で接種を受けた場合の支払事務についても、受託している（全被接種者の約8％）。

国保連合会
支払

請求

被接種者

接種券 予診票

住所地外の医療機関で接種
【住所地外の場合】
国保連合会が
支払事務を代行
住所地外の医療機関

全被接種者の
15.07%

市町村
支払

請求

被接種者

接種券 予診票

住所地内の医療機関で接種
【住所地内の場合】
住所地の市町村が
医療機関に
直接支払
住所地内の医療機関

支払 請求
全被接種者の
84.93%
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患者
負担

1 後期高齢者医療制度

高齢者医療制度の概要

〈対象者数〉
  75歳以上の高齢者　約1,890万人

〈後期高齢者医療費〉
  18.4兆円（令和4年度予算案ベース）
  給付費　　17.0兆円　　
  患者負担　  1.5兆円

保険料保険給付

24％

【全市町村が加入する広域連合】

（注）１．厚生労働省資料をもとに作成。
2.各医療保険者が負担する後期高齢者支援金は、後期高齢者支援金に係る前期財政調整を含む。
3.数値は令和4年度予算案ベース。

後期高齢者医療費
公費（約5割） 8.0兆円

〔国：都道府県：市町村＝5.4兆円：1.3兆円：1.3兆円＝4：1：1〕

後期高齢者支援金（若年者の保険料） 6.9兆円
約4割

高齢者の保険料  1.5兆円
約1割 [軽減措置等で実質約9％程度]

各医療保険（健保組合、国保など）の被保険者
（0～74歳）

後期高齢者医療の被保険者
（75歳以上の者）

※上記のほか、保険料軽減措置や高額医療費の支援等の公費　0.5兆円

〈支援金内訳〉
  協会けんぽ 
  健保組合
  共済組合
  都道府県等

2.5兆円
２.3兆円
０.8兆円
１.4兆円

保険料

交付

納付

後期高齢者医療制度

社会保険診療
報酬支払基金

医療保険者
（健保組合、国保など）

〈対象者数〉
  ６５～７４歳の高齢者　約1,59０万人

〈前期高齢者給付費〉
  6.7兆円　（令和4年度予算案ベース）

【調整前】

都道府県等
5.1兆円

協会けんぽ
1.2兆円

健保組合0.3兆円 共済0.05兆円

納付金　協会けんぽ １.4兆円、  健保組合 １.2兆円、  共済 ０.４兆円
交付金　都道府県等　３.1兆円

前期高齢者加入率
に応じて負担

前期高齢者に係る財政調整
76％

69％
【調整後】

都道府県等
2.1兆円

協会けんぽ
2.6兆円

健保組合
1.6兆円

共済
0.4兆円

31％

{

その他の関連制度7
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平成20 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2

現役並み
所得者
現役並み
所得者以外
低所得Ⅱ
該当者
低所得Ⅰ
該当者

（注）１．厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」をもとに作成。
２．現役並み所得者…課税所得145万円以上の者及びその者と同じ世帯に属する後期高齢者医療制度の被保険者。
３．低所得Ⅱ…住民税非課税世帯。
４．低所得Ⅰ…住民税非課税世帯（年金収入80万円以下など）。

（年度）

（千人）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000
現役並み所得者
現役並み所得者以外
低所得Ⅱ該当者
低所得Ⅰ該当者
合計

1,077
7,407
2,413
2,298
13,194

8％
56％
18％
17％

1,250
9,401
4,375
3,039
18,065

7％
52％
24％
17％

令和2年度

（千人）

平成20年度

平成20 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2（年度）

図27 後期高齢者に係る給付費の推移

図26 後期高齢者医療制度の被保険者数の推移（所得階層別）

（兆円）

療養費等
訪問看護
食事療養・
生活療養
調剤
診療費

（注）１．厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」をもとに作成。
２．以下の医療費等は含まない。
　・平成23年度の東日本大震災に係る医療費等（約45億円）
　・平成28年度の熊本地震に係る医療費等（約0.5億円）
　・平成30年度の平成30年台風７号及び前線等に伴う大雨による被災、平成30年北海道胆振東部地震及び平成30年台風21号による被災に係る医療費等（約４億円）
　・令和元年度の令和元年台風15号による被災及び令和元年台風19号による被災に係る医療費等（約２億円）
　・令和2年度の令和２年７月豪雨による被災に係る医療費等（約4億円）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
（億円）

　　療養費等
　　訪問看護
　　食事療養・生活療養
　　調剤
　　診療費
　合計

医
療
費

1,439
264
3,850

1兆7,035
9兆1,558
11兆4,146

令和2年度平成20年度
1,617
1,373
4,063

2兆6,886
13兆1,743
16兆5,681

2,298

9.16

13.17

2.69
0.41
0.14

0.16

0.03
0.14

1.70
0.39

2,413

7,407

1,077

3,039

4,375

9,401

1,250
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2 介護保険制度

40歳～64歳の方
（第2号被保険者）
介護保険の対象となる特
定疾病があり、市町村に
より認定を受けた方はサ
ービスを利用できる

65歳以上の方
（第1号被保険者）
市町村により認定を受け
た方はサービスを利用で
きる

要介護認定の申請
保険料の納付

相談・支援 連携・調整

連携・調整

被保険者証の交付
要介護認定

被保険者
（利用者）

介護保険者
（市町村）

サービス事業者 国保連合会

地域包括
支援センター

サービス費用の請求

（連合会を通じて請求・支払）

（
連
合
会
を
通
じ
て
請
求
・
支
払
）

サービス費用の支払

サ
ー
ビ
ス
費
用
の
請
求

サ
ー
ビ
ス
費
用
の
支
払

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

利
用
者
負
担
分
の
支
払
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3,5893,5253,440
3,302

3,094

2,9112,832
2,676

2,5112,3932,242

図29 介護費の推移

図28 要介護（要支援）認定者数の推移

要支援 要支援１ 要支援2 経過的要介護
要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

（注）１．厚生労働省「介護保険事業状況報告」をもとに作成。
２．数値は万人未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。
３．介護保険法の改正に伴い、平成18年4月から要介護度の区分が変更されている。
４．令和3年度については、速報値。

（年度）

（万人）

0

100

200

300

400

500

600

700

800
（万人）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成12 平成14 平成16 平成18 平成20 平成22 平成24 平成26 平成28 平成30 令和2 令和3

第一号被保険者数の推移要支援
要支援１
要支援2
要介護1
要介護2

32.2

70.1
48.4

97.4
95.2
142.9
116.2

令和3年度

（万人）（万人）

平成12年度
要介護3
要介護4
要介護5
合計

35.5
36.3
33.7
256.2

91.8
87.4
58.6
689.6

令和3年度平成12年度

3,589

58.6

87.4

91.8

116.2

142.9

95.2

97.4

3,525 3,5793,440
3,302

3,094

2,9112,832
2,676

2,5112,3932,242

33.7
36.3
35.5
48.4
70.1
32.2

1.21

5.36

1.90
0.31

4.05

2.42

施設サービス計 介護予防・日常生活支援総合事業計 地域密着型サービス計 居宅サービス計
（注）国保中央会「介護給付費の状況」をもとに作成。

（兆円）

0

2

4

6

8

10

12

（年度）平成12 平成14 平成16 平成18 平成20 平成22 平成24 平成26 平成28 平成30 令和元 令和2

施設サービス計
介護予防・日常生活支援総合事業計
地域密着型サービス計
居宅サービス計
合計

2.42

1.21
3.63

4.05
0.31
1.90
5.36
11.63

令和2年度

（兆円）

平成12年度
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図31 障害福祉サービス等の総費用額の推移

図30 障害福祉サービス利用者の推移

障害福祉サービス 利用者の障害の程度やサービス利用の意向などを踏まえて、個人ごとにサービスが提供されます。

地域生活支援事業 市町村が地域の状況に応じて柔軟に提供するサービスで、サービスによって利用料や対象者が異なります。

12.9
1.6

32.7

19.3

15,475

24,083

5,440

1,324

0.02 22.5
0.4

43.8

1.4
28.6

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

（億円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（年度）

（年）

平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2

障害児
障害者

障害児
障害者
合計

1,324
15,475
16,798

5,440
24,083
29,523

令和2年度

（億円）

平成25年度

平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 令和2 令和3 令和4

精神障害者
障害児
知的障害者
難病等対象者
身体障害者（注）１．厚生労働省「障害福祉サービス、障害児給付費等の利用状況について」をもとに作成。

２．数値は各年４月現在。

（万人）

0

20

40

60

80

100 精神障害者
障害児
知的障害者
難病等対象者
身体障害者
合計

12.9
1.6
32.7
0.02
19.3
66.5

28.6
1.4
43.8
0.4
22.5
96.7

令和4年4月

（万人）

平成25年4月

3 障害者総合支援制度

33

財
政
状
況

医
療
費

保
健
事
業

国
保
連
合
会
・
国
保
中
央
会

参
考
資
料

国
保
の
概
況

保
険
料
（
税
）

そ
の
他
の
関
連
制
度



国民健康保険の運営の在り方の見直し（イメージ）及び改革後の主な課題

【改革後】 
都道府県が財政運営責任を担うなど中心的役割

【改革前】 
市町村が個別に運営

・国の財政支援の拡充
・都道府県が、国保の
　運営に中心的役割を
　果たす

都道府県
市町村

市町村市町村

都道府県が市町村ごとに決定した
国保事業費納付金を市町村が納付

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

給付に必要な費用を、
全額、市町村に支払う
（交付金の交付）

国保運営方針
(県内の統一的方針)

改革後の主な課題

・年齢が高く医療費水準が高い 
・低所得者が多い 
・小規模保険者が多い　 など

（構造的な課題）

市町村

市町村市町村

1 平成30年度の国保制度改革の概要

平成30年度から

○法定外繰入等の解消
　赤字解消計画の策定・状況の見える化等を通じて、解消に向けた実行性のある取組を推進。
○保険料水準の統一に向けた議論
　将来的には都道府県での保険料水準の統一を目指すこととし、地域の実情に応じて議論を深めることが重要。
○医療費適正化の更なる推進
　保険者努力支援制度で予防・健康づくりが拡充されたことも踏まえ、都道府県内全体の医療費適正化に資する取組を推進。

参考資料8
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国保改革による財政支援の拡充について

改革後の国保の運営の在り方について（都道府県、市町村、国保連合会の役割分担）

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

（注）1.厚生労働省資料をもとに作成。
2.保険料軽減制度を拡充するため、平成26年度から別途500億円の公費を投入。
3.平成27～30年度予算において、2,000億円規模の財政安定化基金を積立て。
4.保険者努力支援制度については、令和2年度から、上記とは別に新規500億円により予防・健康づくりを強力に推進。
5.保険者努力支援制度に係る令和4年度の予算額は、予算案の額である。

国保制度運営

資格管理

保険料の決定
賦課・徴収

保険給付

保健事業

都道府県の主な役割

＜平成30年度から実施＞（約1,700億円）

国保連合会の主な役割市町村の主な役割

改革の方向性

○都道府県は、管内市町村や国保関係者と協議した上で、都道府県内の国保の運営の統一的な方針としての国保運営方針を示
し、市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進
○市町村は、住民に身近な自治体として、被保険者の資格管理、保険料の決定、賦課・徴収、保険給付、保健事業などを適切に実施
○国保連合会は、保険者の共同目的達成のため、審査支払業務の他、給付の適正化や保健事業等を都道府県単位で支援

・市町村ごとの健康課題や保健事業の実施
状況を把握
・市町村の保健事業の運営が健全に行われ
るよう、必要な助言及び支援
・市町村における健康・医療情報の横断的・
総合的な分析
・関係市町村相互間の連絡調整、市町村へ
の専門的な技術又は知識を有する者の派
遣、情報の提供等の支援

・給付に必要な費用を、全額、市町村に対
して支払い
・市町村が行った保険給付の点検

・標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表

・国保運営方針に基づき、事務の効率化、標
準化、広域化を推進

・被保険者の特性に応じたきめ細かい保健
事業を実施
・健康・医療情報の活用及びPDCAサイクル
に沿った事業運営
・生活習慣病対策としての発症予防と重症
化予防の推進
・特定健康診査及び特定保健指導の実施
・データヘルス計画の策定、実施及び評価

・保険給付の決定
・個々の事情に応じた窓口負担減免等

・標準保険料率等を参考に保険料率を決定
・個々の事情に応じた賦課・徴収

・地域住民と身近な関係の中、資格を管理
（被保険者証等の発行）

・特定健康診査・特定保健指導に係る費用
の支払い及びデータ管理
・KDBシステムを活用した統計情報や個人
の健康に関するデータの作成
・データヘルス計画の策定・評価の支援
・国保ヘルスアップ（支援）事業、高齢者の保
健事業と介護予防の一体的実施の支援

・診療報酬の審査支払業務
・第三者行為損害賠償求償事務
・レセプト点検の支援

・保険料適正算定への支援

・保険者事務共同電算処理

○国保の財政運営を都道府県単位化する国保改革とあわせ、毎年約3,400億円の財政支援の拡充を行う。

○財政調整機能の強化
　（精神疾患や子どもの被保険者数など自治体の責めによらない要因への対応） 800億円

＜平成27年度から実施＞（約1,700億円）
○低所得者対策の強化
　（低所得者数に応じた自治体への財政支援を拡充） 1,700億円

○保険者努力支援制度
　（医療費の適正化に向けた取組等に対する支援）

840億円
（令和元年度～令和4年度は910億円）

○財政リスクの分散・軽減方策
　（高額医療費への対応）

60億円
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保険者努力支援制度(令和4年度)の指標

（注）1.厚生労働省資料をもとに作成。
2.国保組合及び後期高齢者医療広域連合においても保険者インセンティブの仕組みが導入され、別途指標が示されている。

市
町
村
分（
5
0
0
億
円
程
度
）

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標①特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンド
ローム該当者及び予備群の減少率
○特定健診受診率・特定保健指導実施率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

指標①収納率向上に関する取組の実施状況
○保険料（税）収納率
　　※過年度分を含む

指標②医療費の分析等に関する取組の実施状況
○データヘルス計画の実施状況

指標③給付の適正化に関する取組の実施状況
○医療費通知の取組の実施状況

指標④地域包括ケア推進・一体的実施の実施状況
○国保の視点からの地域包括ケア推進・一体的実施の
　取組

指標⑤第三者求償の取組の実施状況
○第三者求償の取組状況

指標⑥適正かつ健全な事業運営の実施状況
○適切かつ健全な事業運営の実施状況
○法定外繰入の解消等

指標②特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健
診結果等に基づく受診勧奨等の取組の実施状況
○がん検診受診率
○歯科健診受診率

指標③生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○特定健診受診率向上の取組実施状況

指標④広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施
状況
○個人へのインセンティブの提供の実施
○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複・多剤投与者に対する取組 

指標⑥後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進の取組・使用割合

都
道
府
県
分（
5
0
0
億
円
程
度
）

指標① 
　主な市町村指標の都道府県単位評価
　○主な市町村指標の都道府県単位評価※
　　・特定健診・特定保健指導の実施率
　　・糖尿病等の重症化予防の取組状況
　　・個人インセンティブの提供
　　・後発医薬品の使用割合
　　・保険料収納率
　　※都道府県平均等に基づく評価

指標② 
　医療費適正化のアウトカム評価
　○年齢調整後一人当たり医療費
　　・その水準が低い場合
　　・前年度(過去3年平均値)より一定
　　  程度改善した場合に評価
　○重症化予防のマクロ的評価
　　・年齢調整後新規透析導入患者数が
　　  少ない場合

指標③ 
　都道府県の取組状況
　○都道府県の取組状況
　　・医療費適正化等の主体的な取組状 況
　　（保険者協議会、データ分析、重症化
　　予防、重複・多剤投与者への取組  等）
　　・法定外繰入の解消等
　　・保険料水準の統一
　　・医療提供体制適正化の推進
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（注）1.厚生労働省資料をもとに作成。
2.平均点数は小数点以下切捨てとしている。
3.数値は速報値である。

共通１ 特定健診・保健指導・メタボ（190点）
共通4 個人インセンティブ（60点）
固有1 収納率（100点）
固有4 地域包括ケア・一体的実施（40点）

共通2 がん検診・歯周疾患健診（70点）
共通5 重複服薬（50点）
固有2 データヘルス（30点）
固有5 第三者行為求償（50点）

共通3 重症化予防（120点）
共通6 ジェネリック（130点）
固有3 医療費通知（20点）
固有6 適正かつ健全な取組（100点）
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地域包括ケアシステムの姿

病院：
　急性期、回復期、慢性期

日常の医療：

病気になったら･･･  
医　療

介護が必要になったら･･･  
介　護

通院・入院

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通所・入所

住まい

いつまでも元気に暮らすために･･･  
生活支援・介護予防

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO　等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅 等

■在宅系サービス：
・訪問介護  ・訪問看護  ・通所介護　
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
  （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等
■介護予防サービス

■施設・居住系サービス：
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護医療院
・認知症対応型共同生活介護
・特定施設入居者生活介護　等

■在宅系サービス：
・訪問介護  ・訪問看護  ・通所介護　
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
  （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等
■介護予防サービス

・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

■施設・居住系サービス：
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護医療院
・認知症対応型共同生活介護
・特定施設入居者生活介護　等

※地域包括ケアシステムは、おおむね３０分
以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

国保において行う地域包括ケアシステム構築に向けた取組

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

①課題を抱える被保険者の把握と働きかけ

・

・

・

KDBデータなどを活用した地域包括ケア実現に向けた事業等
のターゲット層の洗い出し
洗い出された被保険者にお知らせ・保健師の訪問活動などによ
り働きかけ
リスクが高い者に係る情報の地域サービス関係者との共有、地
域ケア会議などでの地域関係者との意見交換　　など

②地域で被保険者を支える仕組みづくり

・

・

・

・

地域で被保険者を支える仕組みづくりに向けた施策・事業・人材
などさまざまなレベルでの取組を検討・実施
健康教室等地域住民の参加するプログラムの開催、自主組織の
育成
介護保険で進められている日常生活支援事業、在宅医療・介護
連携など地域支援事業や介護保険事業計画に基づく事業など
への参加・協力
介護担当と協力した在宅医療体制の構築の支援、総合的な医
療・介護チームづくり　など

2 地域包括ケアの推進

③地域で被保険者を支えるまちづくり

・

・

医療・介護・保健・福祉・住まいなど暮らし全般を支えるために直
面する課題、将来の地域の動向、必要なサービス・人材・資源、
地域にある既存の資源、地域でできること、必要な仕掛けなど
について議論
国保保険者として企画担当者・保健師が積極的に参加　　など

④国保直診施設の積極的活用

・
・
・

国保直診施設において地域に不足する様々なサービスを実施
地域のサービスのコーディネート役を担当
地域づくりの司令塔の役割を担当　　など

38



薬剤情報・医療費通知情報・特定健診情報等・診療情報のマイナポータル等での閲覧

オンライン資格確認

※マイナンバーカードのICチップ内の電子証明書を読み取る。
　マイナンバーは使わない。
　医療機関等でマイナンバーと診療情報が紐付くことはない。 

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

（注）厚生労働省資料をもとに作成。

患者本人や保険医療機関等において、薬剤情報や医療費通知情報、特定健診情報等、診療情報の経年データ閲覧が可能となり、
加入者の予防・健康づくり等が期待できる。

資格情報等の管理について 
支払基金・国保中央会に委託

被保険者の資格を保険者間で履歴管理 
全レセプトを資格確認、正しい保険者に振分け

保険者

「医療情報化支援基金」により、 
システム整備等を行う医療機関等を支援

資格情報を履歴管理 
資格確認の導入 

プライバシー保護の観点から、健康保険事業・関連事務以外に
被保険者番号の告知の要求を制限する措置を創設

資格の過誤請求等の削減 
事務コストの削減　等【期待される効果】 

医療保険者等

支払基金・国保中央会

加入者（患者）

マイナポータル

本人
保険医療機関

保険医療機関等

マイナンバーカード※

マイナンバー
カードは
預からない※

または
提示

資格情報の提供

オンライン
による
資格照会

ピッ

マイナンバー
カード

PHRサービス

本人
同意

保険証

個人単位被保険者番号と特定健診情報等や
薬剤情報などを１対１で管理

医療保険情報提供等実施機関

個人単位被保番

資格情報

医療費通知情報

個人単位被保番

特定健診情報等

特定健診情報等

薬剤情報

薬剤情報

医療費通知情報 特定健診情報等 診療情報

診療情報

診療情報

資格情報

特定健診情報等

薬剤情報

被保険者番号 

電子証明書

マイナンバーカードによる本人同意のもと、保険医療機関等が本人に代わって（本人から委任
を受けて）特定健診情報等や薬剤情報、医療費通知情報、診療情報を医療保険情報提供
等実施機関に照会し、医療保険情報提供等実施機関は医療保険者等の委託を受けて、オ
ンラインで特定健診情報等や薬剤情報、医療費通知情報、診療情報を回答する。

保険薬局

診療情報

特定健診情報等

薬剤情報

資格情報

被保険者番号 

資格情報

被保険者番号 

3 医療等分野におけるマイナンバー制度の活用
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